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一　　般　　会　　計

決　　　算　　　額

土 地 取 得 事 業

合　　　　  　　　計

歳　　　入 歳　　　出

　駐 車 場 事 業

特　　別　　会　　計

　国民健康保険事業

　介　護　保　険

平成２０年度高崎市決算の概要について

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額

　平成２０年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１，３９８億５，９１０万円、歳出は、１，３１７億６，２９２万円
で、歳入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。

　簡易水道事業等

　老　人　保　健

　農業集落排水事業 ３億      ７９

５億６，５６２

３１９億８，４８２

１８５億    ８１３

３２１億２，７９５

１８７億８，７２８

２５億９，３１６

３億      ９８ ２億９，９４４

５億６，５５８ ５億６，４３５

１，３９８億５，９１０１，３１７億６，２９２

５９１億５，４７６ ５８３億２，２０８

１，４０２億７，４２４

５９４億５，７６４

３２５億８，８７３

１８８億９，７０２

２５億１，４１７

１億６，２１７ １億６，２３５ １億５，０４２

２８億７，０５８

１５億７，９８５ １５億７，９８５ １５億７，９８５

１，９９７億３，１８８１，９９０億１，３８６１，９００億８，５００

　後期高齢者医療 ２７億７，０３０ ２７億６，０１９ ２７億２，０９０
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市　  税
553億8,450万円
(39.6％）

県支出金　　　　　　　71億  979万円 (5.1％)
繰入金　　　　　　　　56億4,461万円 (4.0％)
使用料及び手数料　　　49億1,297万円 (3.5％)
地方消費税交付金　　　32億5,300万円 (2.3％)
分担金及び負担金　　　16億9,385万円 (1.2％)
地方譲与税　　　　　　13億8,741万円 (1.0％)
繰越金　　　　　　　　12億5,770万円 (0.9％)
財産収入　　　　　　　 7億  673万円 (0.5％)
自動車取得税交付金　　 6億3,311万円 (0.5％)
その他　　　　　　　　12億  648万円 (0.8％)

＊歳入の「その他」は、地方特例交付金、利子割交
付金、交通安全対策特別交付金、配当割交付金、株
式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、国
有提供施設等所在市町村助成交付金、寄附金です。

【歳　入】

歳    入

1,398億5,910万円

諸収入
202億1,593万円
(14.5％）

市　　債
108億8,640万円
(7.8％)

国庫支出金
171億7,636万円
(12.3％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

  地方交付税
83億9,026万円
  （6.0％）
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　　 民生費
 318億1,833万円
   　(24.2％)

    教育費
201億5,643万円
    (15.3％)

   土木費
201億3,652万円
   (15.3％)

   商工費
162億3,573万円
    (12.3％)

   総務費
156億5,791万円
   (11.9％)

     公債費
　124億 902万円
     (9.4％)

　　　 歳　　出

    1,317億6,292万円

◎　歳入決算額　１,３９８億５，９１０万円（Ａ）
　　歳出決算額　１,３１７億６，２９２万円（Ｂ）
　　差 引 額　（Ａ）－（Ｂ）＝ ８０億９，６１８万円
　
　　　　※差引額のうち、翌年度へ繰り越すべき財源として、５５億５，５５０万円を
　　　　　繰り越し（繰越明許費繰越額）、さらに、財政調整基金へ１７億円積み立て、
　　　　　残りの８億４，０６８万円を繰越金としました。

【歳　出】

衛生費  　　   76億9,025万円(5.8％)

消防費　   　　40億　437万円(3.0％)

農林水産業費   25億7,017万円(2.0％)

議会費　　  　　7億2,312万円(0.5％)

労働費　 　　　 2億8,808万円(0.2％)

災害復旧費　　     7,299万円(0.1％)



２

１９年度 ２０年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ５５３億３，７１７ ４４．８ ９．８ ５５３億８，４５０ ３９．３ ０．１

2 地 方 譲 与 税 １４億４，８５０ １．２△６１．２ １３億８，７４１ １．０ △４．２

3 利子割交付金 ２億２，５９１ ０．２ ４５．６ ２億３，０４４ ０．２ ２．０

4 配当割交付金 ２億１，５００ ０．２ ２１．６ ６，６９５ ０．０△６８．９
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ９，５６９ ０．１△１４．０ ３，２６０ ０．０△６５．９
6

３３億８，２１４ ２．７ ０．０ ３２億５，３００ ２．３ △３．８
7

７，８７６ ０．１ ０．９ ７，５６９ ０．１ △３．９
8

７億６，０４２ ０．６ △２．０ ６億３，３１１ ０．４△１６．７
9

１，４７８ ０．０ １．５ １，４１９ ０．０ △４．０

10 地方特例交付金 ３億６，４５５ ０．３△７３．９ ６億５，０６８ ０．５ ７８．５

11 地 方 交 付 税 ８５億    ３８３ ６．９△１１．１ ８３億９，０２６ ６．０ △１．３
普 通 交 付 税 ６６億    １６８ ５．４△１０．５ ６４億４，８４９ ４．６ △２．３
特 別 交 付 税 １９億    ２１５ １．５△１２．９ １９億４，１７７ １．４ ２．１

12
１億    ７６６ ０．１ △０．７ ９，８１５ ０．１ △８．８

13 分担金・負担金 １２億６，３４０ １．０ ３．２ １２億７，４８９ ０．９ ０．９

14 使用料・手数料 ５２億８，２１６ ４．３ ０．７ ５３億２，４８１ ３．７ ０．８

15 国 庫 支 出 金 １０６億    ７３１ ８．６ ９．８ １７１億８，９２２ １２．２ ６２．０

16 県 支 出 金 ５９億４，８９７ ４．８ ２４．４ ７３億１，５００ ５．２ ２３．０

17 財 産 収 入 ７億６，６９９ ０．６ ９５．９ ４億４，６１１ ０．３△４１．８

18 寄 附 金 １，２６６ ０．０ ４１．８ ３，７７８ ０．０１９８．４

19 繰 入 金 ４１億５，６４６ ３．４△１７．１ ５６億４，６０３ ４．０ ３５．８

20 繰 越 金 １３億３，８００ １．１ ６．３ １２億５，７７０ ０．９ △６．０

21 諸 収 入 １４９億６，８４３ １２．１ △０．２ １９９億６，３８９ １４．２ ３３．４
収益事業収入 ― ― ― ―
貸付金元利収入 １３３億２，６２９ １０．８ ２．１ １６８億５，９８３ １２．０ ２６．５

22 地 方 債 ８５億３，７１０ ６．９△２７．９ １２３億３，７７０ ８．７ ４４．５

１，２３４億１，５８９１００．０ △０．７１，４１０億１，０１１１００．０ １４．３合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金
ゴルフ場利用
税 交 付 金
自動車取得税
交 付 金
国有提供施設
等助成交付金

　　　　　年　度
区　分

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

(単位  万円）歳　　　　入
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１９年度 ２０年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２２５億２，９０４ １８．９ ２．１ ２１５億４，２３３ １６．２ △４．４

う ち 職 員 給 １４５億６，５５１ １２．２ △０．１ １３７億１，３８６ １０．３ △５．８

2 扶 助 費 １７８億４，７０７ １４．９ ６．５ １８７億７，１３７ １４．１ ５．２

3 公 債 費 １２４億３，４８５ １０．４ ０．２ １２５億３，７４８ ９．４ ０．８

4 物 件 費 １４４億７，６２８ １２．１ ０．８ １５６億１，４０７ １１．８ ７．９

5 維 持 補 修 費 １２億７，９１９ １．１ △２．４ １３億    ５６６ １．０ ２．１

6 補 助 費 等 １４１億１，７２４ １１．８ ４．５ １４９億４，００４ １１．２ ５．８

7 積 立 金 ５億６，０００ ０．５ △８９．２ ８億４，１５５ ０．６ ５０．３

8 投資・出資金

貸 付 金 １３２億１，３８９ １１．１ １．９ １６７億９，６７７ １２．６ ２７．１

う ち 貸 付 金 １３１億９，８０６ １１．１ ２．３ １６７億４，０８９ １２．６ ２６．８

9 繰 出 金 ６６億１，５３５ ５．５ ６．０ ７９億２，７９７ ６．０ １９．８

10 普通建設事業費 １６１億８，７１４ １３．５ ７．６ ２２５億８，５６４ １７．０ ３９．５

うち補助事業費 ４１億１，１９７ ３．４ ６．９ ７０億４，９０５ ５．３ ７１．４

うち単独事業費 １１９億２，３７１ １０．０ ９．３ １５２億９，５８６ １１．５ ２８．３

11 災 害 復 旧 費 １億９，８１３ ０．２ 皆増 ７，２９９ ０．１ △６３．２

１，１９４億５，８１８１００．０ △０．４１，３２９億３，５８７１００．０ １１．３

３９億５，７７１ △１０．８ ８０億７，４２４ １０４．０

(単位  万円）

差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３　平成２０年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の比率で、市町村では、３５０％以上になると財政の早期健全化を図
ることとなります。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことで設けられ
た数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間調整的な役割も果たします。

2億7,622 1億2,868

72億9,701 50億6,009 13億5,556 40億1,708

（普通会計）

13.2 12.5 9.1 10.5

211,282199,476

伊勢崎市 太田市

711億3,792

高崎市 前橋市 桐生市

343,761 318,068 125,062

1,410億1,011 1,199億3,681 473億2,389 692億7,901

1,329億3,587 1,179億1,572 461億4,182 657億3,807

731億9,523

14億9,791

その他（万円）〃

3.7 2.9

25億1,874 20億2,309 10億8,627 33億8,484

3.5

92.4 100.1 97.4 94.0 95.5

4.0 8.2

766億1,6371,159億9,183 1,343億4,802 401億5,232 639億7,272

区 分

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

積立金現在高財政調整基金（万円）

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H21.3.31 ） （ 人 ）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

将来負担比率

実質収支比率

実 質 収 支

〃

経常収支比率

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

減債基金（万円）

108億8,499 20億  624

96.3 130.7

0.899 0.850

12億2,347 2億3,820

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

10.5

3億7,317

1.046

101.2 94.6

0.603 0.898

115.7

42億2,812

3,616

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　

19億5,933 36億2,172
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